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○人材育成に係る研修助成金交付要綱 

令和２年４月１日 

要綱第１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、職員の資質、能力向上を図るため、組織内及び民間の研修団体への

派遣の研修（以下「研修」という。）を実施した市町村に対して、福岡県市町村職員研

修所が助成金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（助成の対象） 

第２条 助成の対象は、福岡県内の市町村とする。 

（助成対象の研修） 

第３条 助成の対象とする研修は、次の各号に定めるものとする。 

（１） 行政事務の能率向上に寄与する研修 

（２） 資質向上のための研修 

（３） その他人材育成のための研修 

２ 前項に係る研修は、福岡県内の複数の市町村が共同で実施した場合においても対象と

することができる。 

（助成金の内容） 

第４条 助成対象となる経費（以下「経費」という。）は、次の各号に定めるものとする。 

（１） 講師謝金 

（２） 講師旅費 

（３） 会場代 

（４） 前３号にかかる経費として支出した委託料 

（５） 研修参加費 

２ 助成金の範囲は次の各号に定めるものとする。 

（１） 前項により支出した経費に対し、３００，０００円を上限額に助成する。ただ

し、３００，０００円の内、民間の研修団体への派遣に係る経費の上限は、１００，

０００円とする。 

（２） 第３条第２項に係る場合は、それぞれの市町村が負担した経費を助成対象とす

る。 
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（助成の手続き） 

第５条 助成金の交付を受けようとする市町村（以下「申請者」という。）は、同一年度

において、１回限りの申請とし、複数の研修を合算し申請することができる。 

２ 申請者は、研修終了の日から起算して原則３０日以内又は研修終了日が属する年度の

３月１０日のいずれか早い日までに研修助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる

書類を添えて申請しなければならない。 

（１） 研修経費積算書（総額） 

（２） 支出命令書の写し 

（３） 研修報告書 

（４） その他必要と認める書類 

３ 研修所長は、前項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その

結果を研修助成金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

４ 申請者は、前項に規定する通知を受けたときは、速やかに研修助成金交付請求書（様

式第３号）を研修所長に提出しなければならない。 

５ 研修所長は、前項に規定する請求書に基づき助成金を交付するものとする。 

（情報の開示） 

第６条 研修所長は、助成金の交付対象となった研修の内容を公開するものとする。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し、必要な事項は、研修所長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年１月２５日要綱第１号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１月２７日要綱第２号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１月１１日要綱第２号） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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